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はじめに

大小７千以上の島々からなる島嶼国家フ

ィリピンは、国内に様々な言語集団を内包

する多言語国家であり、国内で使用される

言語は100を越える。それらフィリピン諸語

はすべてオーストロネシア語族に属するも

のの、相互理解は不可能であり、「異なる言

語」であるといえる。一方教育においては、

1974年のバイリンガル教育政策以降、国語

であるフィリピノ語と共通語である英語の

バイリンガル教育が初等教育から義務付け

られ、文系科目はフィリピノ語、理系科目

は英語を教授用語（medium of instruction）

とした教育が、小学校入学と同時にはじめ

られている。しかし、フィリピノ語のベー

スとなるタガログ語を母語とする人々は国

民の約四分の一にすぎず、国内第２の言語

集団であるセブアノ語の話者数と大差ない

状況である。また英語にいたっては、日常
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的に使用しているのは都市の上層部だけで

あり、国民の圧倒的大多数を占める農村部

や貧困層の人たちにとっては、使用する機

会もほとんどない言語であるといえる。つ

まりフィリピン人の大部分は、小学校に入

学と同時に家庭や地域社会で日常的に使っ

ている言語（母語）とは異なる言語によっ

て授業をうけており、学力不振や大量のド

ロップアウトなど、様々な教育問題を生み

出している。特に、フィリピン諸語とは言

語構造の全く異なる外国語である英語によ

る教育は、理数科の深刻な学力不振をまね

き、1995年の第3回国際数学・理科教育調査

（The Third International Mathematic and

Science Study: TIMSS）では、フィリピン

は参加42か国中39位の成績であった。「国際

社会での必要性のため」（DECS Order

No.52, s.1987）の英語教育も、一部のエリー

トの育成に成功した反面、基礎学力すらま

ともに身についていない多くの一般大衆を

生み出し、国内の基礎学力の低下は大きな

問題になっている。また、エリート教育に

より高度な英語力をつけたフィリピン人の

アメリカ・カナダ・オーストラリアなどへ

の移民も増加しており、頭脳流出の問題も

深刻化している1）。

そこで近年、地域で日常的に使われてい

る言語を教育現場で用いるプロジェクトが

実施されはじめている。国連教育科学文化

機関（UNESCO）も、「母語による教育は、

心理学的・社会学的・教育学的に最も効果

的」（UNESCO 1953:11）と指摘するように、

従来、初等教育においては、生徒が日常的

に使っている母語による教育が効果的であ

るといわれてきたが、フィリピンのように

国内の言語数が多く、財政的に余裕のない

途上国では、多言語教育の導入は困難とさ

れてきた。しかし、植民地支配下の人為的

な国境設定により、国内に様々な民族・言

語集団を内包することを余儀なくされた地

域は圧倒的に途上国に多いことを考えると、

途上国においてこそ、多言語教育の実現は

必要なのではないかと考える。

こうした問題意識から、本論文では、

1999年から試験的に導入された、地域の言

語を教授用語として用いるリンガフランカ

教育政策を中心に、フィリピンにおける教

授用語について考察する。そのために、ま

ずフィリピンが多言語国家になってしまっ

た背景について、植民地時代の教育政策と、

独立後の教授用語政策の推移から考察する。

次に、リンガフランカ教育政策が導入され

るまでの経緯と同政策の特徴を明らかにす

る。その上で、2003年８月にカラガ地域

（CARAGA Region）2）で行った現地調査を中

心に、到達度テストと、実際にリンガフラ

ンカ教育に携わる教師へのこれまでの聞き

取り調査の分析３）から、リンガフランカ教

育政策の成果と課題を明らかにする。

Ⅰ．多言語国家フィリピンの歴史的背景

１．スペイン支配下での多言語社会の継続

1571年にレガスピ遠征軍によってマニラ

を占領される以前のフィリピンは、島や地

域ごとに言語・文化の異なる状況であり、

それらを統一する王朝は存在しなかった。

スペインの支配によってはじめてこの地域

は「スペイン領フィリピン」として統合さ

れることになる。

スペイン時代の教育の一番の特徴は、複

線型の教育制度である。スペイン語を教授

用語とし高等教育まで完備されたスペイン

フィリピンの教授用語政策
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人用の学校制度に対し、フィリピン人には

キリスト教の布教活動を目的とした初等教

育のみが与えられ、教授用語もその地域の

母語に限られていた。一方、17世紀後半に

なると、ヨーロッパで無償小学校教育運動

が活発化し（大竹 1954:17）、フィリピンも

1863年の教育法で、７歳から12歳までの初

等教育の義務化や、スペイン語学習の奨励

が行われ、学校内での母語使用が禁止され

る（五十嵐 1969:346-347）。しかし、当時の

教育の担い手であると同時に、通訳として

の地位と権限を独占していた修道士たちは、

「住民をスペイン人に従属させるためには、

スペイン語に関して彼らを無知のままにさ

せておくべきだ」（五十嵐 1969:362）と考え

ており、スペイン語教育には消極的であっ

た。そのため、一般のフィリピン人へのス

ペイン語教育は浸透せず、一部のエリート

フィリピン人が教育を受けたにすぎなかっ

た４）。こうして、300年以上にわたるスペイ

ン支配にもかかわらず、スペイン語はフィ

リピン民衆には定着せず５）、それぞれの地域

の言語が依然使われる状況であった。

２．アメリカ支配下での英語の普及

1898年に米西戦争によってフィリピンの

宗主国となったアメリカは、教育の効果を

十二分に認識しており、積極的な教育活動

を行った。すなわち、全国に公立小学校を

建設し、英語を教授用語とし、教師も教材

もすべてアメリカが提供するという「アメ

リカ式教育」がフィリピン全土で行われた。

一方母語は教室内での使用が禁止され、英

語が唯一の教授用語とされた。こうしたア

メリカの積極的な教育政策によって、就学

率は飛躍的に増加し、英語もフィリピン国

内の「共通語」として普及した。しかし、

その一方で、「教科書がすべてアメリカ製で

あったために、（中略）初等教育ではアメリ

カ社会については知っているが、フィリピ

ン社会についてはまったく無知な大衆が作

り出されていった」（中里1985:51）。また、

外国語である英語による教育のために、教

科内容を十分に理解できない生徒が多く、

「言語要素が包含されている算術の問題や思

考力を必要とする問題の解決の際には、（中

略）フィリピンの児童は、アメリカの標準

よりも３学年から７学年にいたるまで１年

半ほどの遅滞を示している」（五十嵐

1969:379）という状態だった。

1935年に10年後の独立をめざしコモンウ

エルス政府（Commonwealth of the Philip-

pines）が発足すると、初代大統領となった

ケソンは、国語の制定と発展を1935年憲法

で約束し、1937年にはマニラを中心に使わ

れていたタガログ語を国語の基礎に指定す

る。ここにタガログ語を基礎とするフィリ

ピンの国語が誕生することになる。しかし、

タガログ語はマニラを中心とした地域で使

われていた言語のひとつにすぎず、1939年

の調査によると国内でのタガログ語話者の

割合は25.4%で、国内第2位の言語であるセブ
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アノ語の24.1%と大差ない状況であった（図

１）。つまり、国民の４分の３はタガログ語

以外の言語を母語としていたのであり、非

タガログ語地域では、タガログ語の国語化

に対する反発が強かった。

３．日本支配下でのタガログ語奨励

1942年１月にフィリピンを占領した日本

軍は、「『八紘一宇』の精神に基づいて、フ

ィリピンをアメリカの支配から解放し、『フ

ィリピン人のフィリピンを建設する』」（鈴

木1989:96）という施政方針のもと、欧米文

化の駆逐とフィリピン固有文化の尊重を行

う。英領マラヤや蘭領インドネシアと異な

り、早くからフィリピンを独立させるつも

りだった日本政府は、日本語の普及ととも

に、フィリピンの国語であるタガログ語の

普及も促進するように指示する。タガログ

語は日本語と並ぶ公用語に指定され、日本

語以外の科目の教授用語として用いられる

ようになった。また、日本軍政下で誕生し

た「フィリピン共和国」では、タガログ語が国

語に指定され、政府機関や裁判所などでも

タガログ語が使用されるようになった６）。し

かし、日本軍政下で「国語」とされたのは

「当時、フィリピンの商業、政治の接触言語

であったマニラタガログ語」（小野原

1998:81）であり、コモンウエルス政権下で

模索されていた、「タガログ語をベースとし

ながらも、諸言語の要素を取り入れた共通

語」とは異なるものであった。

４．独立後のバイリンガル教育政策

1946年７月４日に独立を果たしたフィリ

ピン政府にとって、国家統合のシンボルと

して、また国内の共通語としての「国語」

の整備と普及は最優先課題のひとつであっ

た。教育においても、国語を教授用語とす

ることで、国語力を育成するとともに、愛

国心やフィリピン人としての自覚を育てる

ことが必要とされた。しかし、「国語とは何

か」については、タガログ語圏と非タガロ

グ語圏の対立が激しく、国内のコンセンサ

スがなかなか取れない状況だった。そのた

め政府は、1959年に国語の名称をタガログ

語からピリピノ語に変更し、非タガログ語

圏の反発を和らげようとした。しかし、非

タガログ語圏の反発は収まらず、1971年の

憲法会議では、新憲法においてピリピノ語

を国語として規定することが否決される事

態に陥った。

戒厳令により全権を掌握したマルコス大

統領は、非タガログ語地域の反発をおさえ、

1973年憲法で国語をフィリピノ語（Filipino）、

公用語を英語とピリピノ語（Pilipino）と定

めた。つまり、1959年にタガログ語からピ

リピノ語へと名称が変更された「国語」は、

1973年憲法によってフィリピノ語へと再び

変更されたのである。一方、フィリピノ語

は今後開発していく言語であり、現時点で

は言語として未成熟のため、それまで国語

とされていたピリピノ語が公用語として残

ったのである。しかし、「言語」としてのピ

リピノ語とフィリピノ語に大きな違いはな

く、「国語」の名称変更は、政治的な理由に

よるところが大きいといえる。

また1974年にはバイリンガル教育政策が

発布され、文系科目（社会、人格教育、保

健・体育など）はピリピノ語、理系科目

（算数、理科）は英語を小学校１年生から教

授用語として用いることが定められた。国

民意識の向上のために「国語」による愛国

フィリピンの教授用語政策
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心の育成が必要だった半面、言語としての

ピリピノ語は特に理系教科を中心とした科

学技術の語彙に弱く、すべての教科をピリ

ピノ語で教えることは困難であった。その

ため、現在の教育水準の確保と将来の発展

のためにも英語を捨てることはできず、ピ

リピノ語と英語のバイリンガル教育という

方法をとらざるを得なかったのである。ま

た、独立後もアメリカの影響を強くうけて

いたフィリピンにとって「国際語」である

英語の有用性は高く、学校教育から英語を

はずすことには強い抵抗があった。さらに

同政策によって、母語の教授用語使用は禁

止され、教授用語は英語とピリピノ語のみ

とされた。

このバイリンガル教育政策は、アキノ大

統領下でも引き続き継続される。すなわち、

1987年憲法により国語はフィリピノ語、公

用語はフィリピノ語と英語とされ、1987年

バイリンガル教育政策によって、文系科目

はフィリピノ語、理系科目は英語を教授用

語とすることが定められる。一方、1974年

のバイリンガル教育法で使用が禁止された

母語については、小学校1･2年生における

「補助言語（auxiliary language）」としての

使用が認められることとなった。

Ⅱ．バイリンガル教育政策からリンガ

フランカ教育政策へ

１．バイリンガル教育政策の見直し

バイリンガル教育政策により、国語は飛

躍的に普及したが、その反面、教育の質の

低下問題は深刻化していく7）。統計的に見る

と、フィリピンは就学率が他の東南アジア

諸国に比べて高く、教育の普及がなされて

いるように見えるが、実際にはドロップア

ウトや留年が多く、特に「農村部では生徒

の4分の1が3年生になる前にドロップアウト

している状態」（PCER 2000:117）である。

「日常生活で使われている単語を普通に読め

るだけではなく、簡単な文章の内容を理解

し、簡単な計算ができる能力」と定義され

る機能的識字（functional literacy）能力は

「小学校のはじめの３～４年で習得されるも

の」（PHDR 2000:2-3）であり、３年次以前

にドロップアウトしてしまった子どもたち

は、「どの１つの言語でも高度な認識活動の

できないセミリンガル」（Gonzalez 2000:38）

になってしまう可能性が高い。

そこで、1990年代に入ると、様々な機関

がバイリンガル教育政策に対して提言をお

こなうようになる。ラモス政権下の1993年

には「教育に関する議会委員会（Congres-

sional Commission on Education。以下

EDCOM）」が「バイリンガル政策は学習を

より困難にしている」（EDCOM 1993:22）と

して、初等教育に関する９つの提案を行っ

た。その１つとして「2000年までにフィリ

ピノ語を、英語とその他の語学科目以外で

は、教授用語として用いること」をあげ、

以下のガイドラインを示した（EDCOM

1993:74）。

a. ３年生までは母語が教授用語として使

われること、

b. フィリピノ語は1年生から教科として導

入され、６年生まで教えられること、

c. ３年生から英語が別教科として教えら

れ、６年生まで続けられること、

d. ４年生から６年生ではフィリピノ語が

教授用語として使われること

続くエストラーダ政権下では、1998年に

「教育改革に関する大統領諮問委員会（Pres-
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idential Commission on Educational

Reform。以下PCER）」が組織され、教授用

語についても６つの作業部会の１つとして

「教授用語検討委員会」で議論されることに

なった。そして2000年にPCERから出された

最終報告書では、９つの提言の１つとして

「地域のリンガフランカや母語の使用による

小学校1年生の教授用語の選択肢拡大」

（PCER 2000:ⅩⅦ）があげられた。またこれ

までの研究により、この改革によってドロ

ップアウトの防止や、学習の効率の向上と

定着化、英語やフィリピノ語学習への有効

な橋渡しが期待できるとされた （PCER

2000:ⅩⅧ）。

２．リンガフランカ教育政策の誕生

一方、エストラーダ政権下で教育大臣に

就任したゴンザレス（Andrew Gonzalez,

FSC）は、言語学者としての見地から「小学

校１年生においては、地域の公用語を教授

用語として用いるべき」との信念をもって

いた。そこで、SIL（Summer Institute of

Linguistic＝言語研究所）に対してシラバス

や教師用マニュアルの開発の打診を行うと

ともに、1999年２月５日に開かれたPCERの

教授用語検討委員会において、小学校１年

生におけるリンガフランカ言語の教授用語

使用を提案した８）。ここで言うリンガフラン

カ言語とは、タガログ語・セブアノ語・イ

ロカノ語の３言語をさし、100以上もあるす

べての言語で教育を行うのは財政的・現実

的に困難なフィリピンにおいて、民族間の

コミュニケーション手段として用いられて

いる言語と定義された。つまり、地域で日

常的に使われている言語による教育が最も

効率的ではあるものの、フィリピンのすべ

ての言語で教育を行うのは事実上不可能で

あるため、ルソン島北部地域のイロカノ語、

ビサヤ諸島のセブアノ語を新たに教授用語

として導入し、タガログ語とあわせた３言

語で教育を行うことで、教育水準の向上を

図ろうとしたのである。

同提案は1999年の３月11日の教授用語検

討委員会で実験的導入が了承され、同年3月

31日に教育省覚書第144号リンガフランカ教

育政策（DECS Memorandum No.144）が発

布された。同法令によって、国内の全16地

域において、それぞれ実験校およびこれと

比較するための一般校（以下「比較校」と

略記）の計２校の小学校の選出が求められ、

フィリピンの教授用語政策
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時間 分 教科 教授用語 時間 分 教科 教授用語
8:00-8:20 20 道徳 リンガフランカ言語 8:00-8:20 20 道徳 リンガフランカ言語

8:20-9:40 80 リンガフランカ言語 リンガフランカ言語
8:20-9:00 40 リンガフランカ言語 リンガフランカ言語
9:00-9:40 40 フィリピノ語（会話） フィリピノ語

9:40-9:55 15 休憩 9:40-9:55 15 休憩
9:55-10:35 40 フィリピノ語（会話） フィリピノ語 9:55-10:35 40 英語（会話） 英語

1:30-2:30 60 算数 リンガフランカ言語 1:30-2:30 60 算数 リンガフランカ言語
2:30-3:10 40 理科 リンガフランカ言語 2:30-3:10 40 理科 リンガフランカ言語
3:10-3:50 40 社会科 リンガフランカ言語 3:10-3:50 40 社会科 リンガフランカ言語
3:50-4:10 20 体育 リンガフランカ言語 3:50-4:10 20 体育 リンガフランカ言語
合計 300 合計 300

一学期 二学期

表１　リンガフランカ実験クラスの時間割（１年生）

（出所：DECS Order No.80）



1999-2000年度の新学期からリンガフランカ

言語（タガログ語・セブアノ語・イロカノ

語のうちいずれか）を教授用語とした教育

が行われることになった。また、同年8月に

は教育省令第80号（DECS Order No.80）で

リンガフランカ実験クラスの小学校1年生の

プログラムが発布され、英語は2学期から会

話体（Oral English）として導入されること

になった（表1）。

さらに、1999年５月31日～６月９日の10

日間セブにてリンガフランカ教育政策参加

校の教員のワークショップが開かれ、①リ

ンガフランカ教育政策の趣旨説明、②同政

策実行のための技術の育成、③代替カリキ

ュラムや教材使用のトレーニングが行われ

た。教員に対するトレーニングは毎年夏休

み中に行われ９）、二年目のトレーニングは

2000年５月28日～６月３日までバギオにて、

三年目は2001年５月28日～６月１日までセ

ブで行われた。

３．リンガフランカ教育政策の特徴

リンガフランカ教育政策の最大の特徴は、

1974年のバイリンガル教育法以降、英語と

フィリピノ語に限定されていた教授用語が、

セブアノ語とイロカノ語に拡大されたこと

である。特に、英語とフィリピノ語といっ

た語学科目以外の教科（算数・理科・社会）

の教授用語を地域の公用語にすることで、

これまで教授用語（英語・フィリピノ語）

の語学力不足により学習内容理解が困難だ

った生徒が、慣れ親しんだ言語を使うこと

で、簡単に学ぶことができるようになった。

しかし、その一方で、同政策の最終目標

はあくまでもフィリピノ語と英語へのスム

ーズな移行であり、リンガフランカ言語の

使用はそのための橋渡しにすぎないことが、

政策の中で何度も強調されている。そのた

め、６年生までリンガフランカ言語使用が

続くのではなく、移行期を経て、最終的に

はフィリピノ語と英語のバイリンガル教育

を行うことが目指されている。

Ⅲ．リンガフランカ教育の効果

こうしたリンガフランカ教育政策の効果

を検証するため、筆者はこれまで1999年９

月、2000年10月、2003年８月と３回にわた

り、フィリピン各地のリンガフランカ教育

政策実験校・比較校を訪問し、聞き取り調

査を行ってきた。その中でも特に2003年８

月にカラガ地域で行った調査の分析から、

以下の点が観察された。

１．到達度テストによる生徒の学力比較

リンガフランカ教育政策の成果を図るた

め、プロジェクト２年目（2000 年度）終了

時の2001年３月に英語・フィリピノ語・算

数・理科・社会の５教科すべてを対象とし

た教育省作成の到達度テストが行われた10）。

その中でカラガ地域の実験校と比較校のテ

スト結果を示したのが図２である。ちなみ

にミンダナオ島北東部にあるカラガ地域は

セブアノ語圏であり、リンガフランカ実験

校がある北スリガオ地区も、セブアノ語の

一方言であるスリガオノンを話す地域のた

め、リンガフランカ言語はセブアノ語を選

択した。つまり、語学科目である英語・フ

ィリピノ語以外の教科について、実験校で

はすべてリンガフランカ言語であるセブア

ノ語で教えられるのに対して、比較校では

通常のバイリンガル教育に準じて、算数と

理科は英語、社会はフィリピノ語で教えら
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れたのである。また、2000年度は実験的に

リンガフランカ言語の使用が２年生にまで

引き上げられた年であり、２年生の生徒は、

2年間にわたってリンガフランカ言語による

教育を受けていた11）。

リンガフランカ言語の効果を見るために、

語学科目である英語・フィリピノ語を除い

た算数・理科・社会の平均点をみてみると、

図２に示すように、１年生では算数が実験

校が74点なのに対して、比較校が78点、理

科が実験校69.3点に対して比較校63点、社会

が実験校79.7点に対して比較校72.7点とその

差は10点以内であり、ほぼ同じレベルの成

績をとっている。一方、２年生になると、

算数が実験校74.3点に対して比較校44.3点、

理科が実験校76.7点に対して比較校58点、社

会が78.2点に対して比較校51.1点とその差は

大きくなり、算数では30点近い差が出てい

る。また、語学科目である英語・フィリピ

ノ語についても、１年生においては、実験

校の平均点が低いものの、２年生になると

比較校よりも10点以上も高い平均点をとる

ようになっている。実験校において１年生

の英語の平均点が低いのは、入学と同時に

英語教育が始まる比較校に対して、実験校

は2学期からと導入時期が遅いため、学習時

間の差が現れているものと考えられる。し

かし、２年生のおわりには、導入時期の遅

れをとりもどし、比較校以上の成績をあげ

るまでになっていることが、このテスト結

果から読み取れる。

２．教員の意識

2003年８月にカラガ地域のリンガフラン

カ実験校の全教師を対象に、教授用語やリ

ンガフランカ教育政策についてアンケート

とインタビューを行った。その中で、教授

用語についての質問結果をまとめたのが、

フィリピンの教授用語政策
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0.0

20.0

40.0

60.0

80.0

100.0

実験校G1 43.7 74.0 69.3 66.3 79.7
比較校G1 62.4 78.0 63.0 71.3 72.7

実験校G2 72.7 74.3 76.7 85.2 78.2
比較校G2 59.5 44.3 58.0 70.8 51.1

英語 算数 理科 フィリピノ語 社会

図 2 2000年度リンガフランカ教育政策到達度テスト結果（カラガ地域）

（注：G1=1年生、G2=２年生。値は各教科の平均得点を表す）
（出所：Results of the Lingua Franca Education Project Achievement Test より作成）



図3である。ちなみに、同校の総教師数は、

９名だが、当日は１人欠席だったため、有

効回答数は８である。全員が女性で、平均

年齢は49.4 歳、全員が教員免許を持ち、平

均教員歴は17.5年である。

この図からもあきらかなように、９割近

い教師が母語教育の有効性を認め、75％の

教師が母語教育に賛成し、行っていきたい

と考えている。その理由としては、「自分た

ちの言語なので生徒が簡単に理解できる」

（１年生担当教師）という意見が最も多く、

「自分もよりよく説明することができ、生徒

もよりよく理解できる」（５年生担当教師）

と、生徒だけでなく教師にとっても有効で

あるという意見も聞かれた。一方反対派の

教師からは「英語の方が情報量が多い。生

徒は日常生活で母語を使っており、学校で

は英語教育が必要」（2年生担当教師）との

意見が上がった。

また、「生徒の理解度が高い順に言語を並

び替えてください」という質問では、すべ

ての教師が、生徒の理解度が最も高いのは

母語であり、次がフィリピノ語、最後が英

語であると回答した。現場の教師たちは、

生徒の理解度が高い母語での教育が効果的

であることを実感しているといえる。

しかし、その一方で、同政策に対して改

善を求める声もあがっていた。特に、リン

ガフランカ教育が終わり、通常のバイリン

ガル教育に移行する学年では、「特に英語の

学力が、通常のバイリンガル教育をうけて

きた生徒よりも低く、教師の負担が大きい」

（２年生担当教師）との意見があった。これ

はもともと英語の時間数がリンガフラン

カ・クラスでは少ないため、仕方のないこ

とであると考えられるが、移行学年におい

ては、通常のバイリンガル教育を受けてき

た生徒と同様の基準での評価が求められて

おり、「リンガフランカ教育をうけた生徒は

英語力が低い」という評価をうけてしまう。

しかし、先の学力テストの結果からも明ら

かなように、リンガフランカ教育を受けた

生徒も2年目の終わりには通常のバイリンガ

ル教育をうけた生徒以上の学力を有してお

り、長期的な視野で取り組む必要があると

いえる。また、学習時間数が異なる生徒を

同一基準で評価することは不可能であり、

リンガフランカ・クラスには独自の評価基
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母語教育を行っていきたいですか？

母語教育に賛成ですか？

母語教育は有効だと思いますか？

はい

いいえ

図３　教員アンケート結果（カラガ地域）

（出所：2003年8月現地調査より）



準が必要である。さらに、リンガフランカ

教育学年の教師は、ワークショップに参加

し、リンガフランカ言語使用に関するトレ

ーニングや、言語の移行についての知識を

身に付けているが、移行学年の教師はそう

いったトレーニングをうけておらず、言語

の移行に関する知識もない。今後はこうし

た移行学年の教師に対するトレーニングを

行っていく必要があるといえる。

Ⅳ．リンガフランカ教育政策の課題

リンガフランカ教育が効果的であること

が実証されつつある反面、以下に述べるよ

うな様々な課題も生じている。

１．政策の継続性

リンガフランカ教育政策最大の問題点は、

同政策が政治の影響を受けやすく、長期的

な視野で政策立案がされえない点である。

もともと、ゴンザレスが教育大臣だった

1999年に始まった同政策は、１年後の2000

年４月には2001年度までの３年間の継続が

約束されたが、政変により2001年に教育大

臣がロコ（Raul S. Roco）に交代すると予算

がつかなくなり、プロジェクト自体が停止

してしまった。現在ではプロジェクトの継

続については、各地域の決定にゆだねられ

ているが、予算の問題だけではなく、教員

のトレーニングや教材開発などの面でも地

方が単独でプロジェクトを行うのは難しく、

中央政府からの指示を待っている状況であ

る。その後もう一度教育大臣の交代があり、

現在大臣であるヘスス（Edilberto C. Jesus）

はリンガフランカ政策に好意的であり、継

続を考えていると言われるが、大臣として

の公式な見解は発表されていない。中央政

府内でも、「大臣の指示があれば、リンガフ

ランカ言語の教材開発を行う準備はある」

（教育省中央局初等教育担当官）12）としてい

るし、地方でも「リンガフランカ政策の有

効性については認識しており、中央政府が

トレーニングや教材開発を率先して行って

くれることを望む」（教育省北スリガオ州リ

ンガフランカ担当官）13）という声が出ている

が、すべては大臣の判断にかかっている。

リンガフランカ教育政策の有効性について

は、同政策に携わった人たちが一様に認め

るところであり、また、こうした政策は長

期間継続して教員のトレーニングやクラス

のモニタリングを続けることが重要である。

政治的な権力闘争によってプロジェクトの

存続が危ぶまれることのないような体制作

りが必要であるといえる。

２．教材開発

適切なテキストや教材の不足は、通常の

バイリンガル教育においても大きな問題で

あるが、リンガフランカ教育においてはさ

らに深刻である。リンガフランカ言語によ

る教材は教師のための指導書がかろうじて

あるのみで、教師が毎回授業に応じて教材

作りをしなくてはならず、教師の負担が大

きい。「リンガフランカ言語による教材がそ

ろえば６年生まで続けたいが、日々の教材

を作るので精一杯」（第7地域リンガフラン

カ担当教師）14）というのが現場の教師の意見

であり、十分なテキストや教材が準備され

れば、教育の成果はもっとあがると思われ

る。そのためには、母語に堪能な地域の

人々を教材開発に参画させるなどして、地

域の状況に応じた教材を作っていく必要が

あるであろう。

フィリピンの教授用語政策
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３．教員研修

これまでは教員養成課程において、フィ

リピノ語と英語以外の言語を教授用語とし

て用いる研修は行われてこなかった。そこ

で、リンガフランカ教育政策の導入に際し

て教育省は担当教師に対して特別の研修を

行ったのであるが、今後はこれを教員養成

大学における必修科目として、すべての教

師に対して行う必要があるといえる。その

先駆的取り組みとして、国立フィリピン師

範大学（Philippine Normal University）のア

グサン・キャンパスでは2002年度に多文化

教育の講座が選択科目として導入された。

同講座を担当するタンポス教授（Dr. Daylin-

da J. Tampus）は、教員養成大学における多

文化教育カリキュラムの作成を行うなど15）、

地域の言語・文化についての知識をもった

教員の養成を目指している。こうした取り

組みはまだ始まったばかりだが、それぞれ

の地域において、その地方の言語・文化の

知識をもった教員の養成を行っていく必要

があるといえる。

４．リンガフランカ言語数の拡大

現在のリンガフランカ言語は、タガログ

語・セブアノ語・イロカノ語の3言語に限定

されているため、それ以外の言語を母語と

して日常的に使っている地域には不利な言

語選択となっている。表２は中央教育省が

リンガフランカ言語として推奨した言語と、

実際にその地方で使われている言語の相違

をあらわしたものであるが、第５（ビコー

ル），第６（西ビサヤ），第８（東ビサヤ）

地域においては、それぞれビコール語、イ

ロンゴ語、ワライ語が主要言語であり、リ

ンガフランカ言語を母語とする人は少数派

にすぎない。ビコール語、イロンゴ語、ワ

ライ語は、それぞれビコール地域（ルソン

島東南部）、西ビサヤ地域（ネグロス島西部

とパナイ島東部）、東ビサヤ地域（サマール

島とレイテ島北東部）における主要言語で

あり、話者数も100万を越える大言語である

ため、こうした言語もリンガフランカ言語

に認定されれば、さらに教育効果はあがる

ものと期待される。

一方、セブアノ語が多数派を占める第11

（南ミンダナオ）地域では、リンガフランカ

実験校のある地域がイロンゴ語を母語とす

る人々の多い地域であったため、その後の

フィリピノ語学習に有利なタガログ語を選

択した。現場の教師からは「英語による学

習よりは、タガログ語を教授用語とする方

が生徒の理解力はあがっている」（第11地域

リンガフランカ担当教師）16）との意見が聞か

れ、まったくの「外国語」である英語教育

よりも、フィリピン諸語としての共通性の

高いタガログ語による教育の方が、母語ほ

どではないにしても、学習効果は高いとい

える。

５．言語教育についての正しい認識の普及

リンガフランカ教育を実際に担当してい

る教師は、その効用について実感している

が、そうでない教師の中には「母語による

教育は英語やフィリピノ語の教育にマイナ

スになる」（第４地域公立小学校教員A）17）と

信じている人たちも多く、「教室内で母語を

使用するということは、教師の英語力やフ

ィリピノ語能力が低いからと評価されてし

まう」（第4地域公立小学校教員B）18）という

現状がある。また、親も「子どもの将来の
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ためには英語による教育が重要であり、小

学校１年生から英語になれさせる必要があ

る」（カラガ地域親A）19）「学校とは英語を学

ぶところ」（カラガ地域親B）20）といった意見

が多い。しかし、母語によって得た識字能

力や認知能力が第二言語・第三言語に転移

することは、カミンズ（Cummins 1984）な

どの言語学者たちによって証明されており、

効果的な英語やフィリピノ語の学習のため

には、まず子どもたちが日常生活で使って

いる言語による教育が重要であるという認

識の普遍化が必要である。

おわりに

スペイン・アメリカ・日本によって長年

にわたる植民地支配をうけ、それぞれの宗

主国の教育政策・言語政策によってふりま

わされてきたフィリピンにも、ようやく

「国語（フィリピノ語）」が根付きつつあり、

公用語として地域を越えて使用されつつあ

る。しかしその一方で、高等教育への進学

や専門職につくためには、依然として英語

が必要であり、英語力の差が教育の差や収

入の差を生み出しているのも事実である21）。

そのため、小学校１年生からのバイリンガ

ル教育で国語による国民意識の育成ととも

に、英語力の育成を図っているのであるが、

初等教育低学年においては、地域社会で日

常的に使われている言語で教育する方が効

果的であることが今回の研究からも実証さ

れた。多言語に堪能な一部のエリートの育

成をめざすのか、それとも国民全体の基礎

学力の向上による国力の発展を目指すのか、

フィリピン政府は教育の目的の再考をせま

られているといえる。
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地域 地域名 指定言語 主要言語 その他の言語
CAR コルディリラ イロカノ イロカノ（34.8) カンカナイ(11.8)、イフガオ（10.6）
第 1 イロコス イロカノ イロカノ（65.8)
第 2 カガヤン・バレー イロカノ イロカノ（68.1）
第 3 中央ルソン タガログ タガログ（54.1)
NCR 首都圏 タガログ タガログ（75.0)
第 4 南タガログ タガログ タガログ（84.0)
第 5 ビコール タガログ ビコール（76.0) タガログ（8.3)
第 6 西ビサヤ タガログ イロンゴ（76.7) タガログ（0.4)
第 7 中央ビサヤ セブアノ セブアノ（78.7)
第 8 東ビサヤ セブアノ ワライ　（62.2) セブアノ（36.1)
第 9 西ミンダナオ セブアノ セブアノ（56.9) 多数の少数言語
第 10 北ミンダナオ セブアノ セブアノ（81.0)
第 11 南ミンダナオ セブアノ セブアノ（59.1) イロンゴ（11.6)
第 12 中央ミンダナオ タガログ セブアノ（35.3）タガログ（2.0)、少数言語多い

CARAGA セブアノ セブアノ（43.8) スリガノン（25.2）
ARMM ムスリムミンダナオ タガログ タウソグ(27.9)、マラナオ(26.1)、マギンダナオ(21.0)等

タガログは0.6％

カラガ

表２　リンガフランカ推奨言語と実際の使用言語

（注：言語名の隣の数字は、各地域内におけるそれぞれの言語を第一言語とする人々の割合を示す。また、網掛け
は推奨言語が地域内の主要言語ではない地域を示す。）

（出所：DECS Memorandum No.144と、1995 Census of Populationより作成）



注

1）中里（1999:91）も頭脳流出・労働流出の原因の

１つとして英語教育をあげている。

2）ミンダナオ島北東部に位置し、北スリガオ州・南

スリガオ州・北アグサン州・南アグサン州の４つ

の州からなる。面積約1.9万平方キロメートル、人

口約216万人（2002年）。セブアノ語を主要言語と

する。

3）著者はこれまでに、1999年9月、2000年10月、

2003年８月と３回にわたって、フィリピン各地の

リンガフランカ教育政策参加校を訪問調査してき

た。また、2001年８月～2002年12月までのフィリ

ピン大学留学中に、フィリピン各地の小学校を訪

問し、教師にインタビューを行ってきた。

4）一方、この時期にスペイン語による高等教育をう

け、スペインに留学した人たちの中には、ホセ・

リサールなど、その後の独立運動の中心的な役割

を担う人物も多く含まれる。

5）机がmesa、本がlibroなどの語彙や、人名・地名

にスペイン語の影響が残っているほか、「チャバカ

ノ」と呼ばれるスペイン語と土着語の混成語が発

達した地域もあったが、言語としてのスペイン語

が広く一般大衆にまで浸透することはなかった。

6）最高裁判所はそれまでスペイン語か英語の使用し

か認めておらず、また戦後は英語にもどってしま

ったため、この時期のタガログ語使用は「現在で

もその歴史性を失っていない」（鈴木1989:97）。

7）もちろんバイリンガル教育のみが学力低下を引き

起こしたのではなく、学齢人口の増加による学校

の過密、テキスト・教材の不足、十分なトレーニ

ングをうけた教員の不足など、様々な要因が挙げ

られる。

8）Gonzalezの提案は、小学校２年生～４年生は、英

語以外のすべての教科はフィリピノ語、５年生～6

年生は英語と算数以外すべてフィリピノ語、高校

では英語・数学・理科以外はすべてフィリピノ語

を教授用語とし、大学では英語力の弱い生徒には

フィリピノ語での学習も可能にするというもので

あった。

9）フィリピンの学校は６月から10月までの１学期と、

11月から３月までの２学期からなり、４月・５月

は夏休みとなる。

10）被験者は、2001年３月時にそれぞれ1年生・2年

生でリンガフランカ教育政策を受けた実験校・比

較校の生徒であり、その年度の学習内容のまとめ

のテストを行った。

11）現在では同校におけるリンガフランカ言語使用

は1年生のみとなっている。

12）2003年８月インタビューより

13）2003年８月インタビューより

14）1999年９月インタビューより

15）タンポス教授は、先住民地域の学校の教師は、

①法学（先住民の権利についてなど）、②環境学、

③人類学、④言語学、⑤調査法、⑥歴史学の知識

が必要であり、先住民の社会へのインターンシッ

プを教員養成カリキュラムに含むべきだと主張し

ている（2003年８月インタビューより）。

16）1999年９月インタビューより

17）2002年12月インタビューより

18）2002年12月インタビューより

19）2003年８月インタビューより

20）2003年８月インタビューより

21）中里（1999:90）も「英語は階級言語である」と

し、「英語を使用できる者しか、教育に於いても行

政機関に於いても参加は出来ない」と指摘してい

る。
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